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石川県告示第355号

WTO  (世界貿易機関)に基づく政府調達に関する協定(平成 7年条約第23号)の適用を受ける特定調達契約につ

き、 一般競争入札の落札者を決定したので、次のとおり落札者等について告示する。

平成28年 7月12日

憲正本谷石川県知事

落札に係る物品等の名称、数量及び調達方法

(1) 除雪 トラック 7トン級 3台購入

(2) 除雪グレーダ 4.0メートル級 1台購入

除雪グレーダ 3.7メートル級 1台購入

(3) 除雪 ドーザ 14トン級 2台購入

(4)凍結防止剤散布車 3トン級4X4 3台 購入

契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

石川県総務部管財課

金沢市鞍月 1丁目 1番地

落札者を決定した日

平成28年 6月27日

落札者の名称及び所在地

(1) 1 (1) UDトラックス株式会社

埼玉県上尾市大字壱丁目 1番地

1 (2) コマツ石川株式会社

金沢市神宮寺三丁目 1番20号

1 (3) コマツ石川株式会社

金沢市神宮寺三丁目 1番20号

1 (4) 千代田機電株式会社

金沢市新保本四丁目65番地12

落札金額

(1) 1 (1) 

(2) 

(3) 

(4) 

1 

2 

5 

3 

4 

。

。
60，264，000円
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(2) 1 (2) 68，904，000円

(3) 1 (3) 34， 128，000円

(4) 1 (4) 52，812，000円

6 契約の相手方を決定した手続

一般競争入札

7 一般競争入札の公告を行った日

平成28年 5月17日

石川県告示第356号

石川県 公報 第 129 1 7号

クリーニング業法(昭和25年法律第207号)第 8条の 2第 1項の規定により、平成28年度クリーニング師研修を次

のとおり指定した。

平成28年 7月12日

1 主催者の所在地及び名称

東京都港区新橋 6丁目 8番 2号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

2 種類

第 1型研修

3 日時

第 1回平成28年10月 2日(日)

第 2回平成29年 2月26日(日)

4 場所

第 1回金沢市鞍月 2丁目 1番地

石川県地場産業振興センター

第 2回金沢市鞍月 2丁目 1番地

石川県地場産業振興センタ-

5 科目及び時間数

科 目

衛生法規及び公衆衛生

洗濯物の受取、保管及び引渡し

洗濯物の処理

繊維及び繊維製品

レポート

計

6 受講料

5，000円

7 受講の申込み及び問合せの窓口

時間数

1時間

1時間

1時間

1時間

あ り

4時間

公益財団法人石川県生活衛生営業指導センター

金沢市平和町 1丁目3番 1号石川県平和町庁舎B館 3階

電話番号 076-259-6510 

石川県告示第357号

石川県知事 谷 本 正 憲

クリーニング業法(昭和25年法律第207号)第 8条の 3の規定により、平成28年度クリーニング業務従事者講習を

次のとおり指定した。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 主催者の所在地及び名称
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東京都港区新橋 6丁目 8番 2号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

2 種類

第 2型講習(通信制)

3 日時

受付開始年月日 平成29年 1月10日(火)

受付締切年月日 平成29年 1月30日(月)

レポート提出締切年月日 平成29年 2月20日(月)

4 講習の科目及びレポート課題

科 目

衛生法規及び公衆衛生

洗濯物の受取、保管及び引渡し

洗濯物の処理

繊維及び繊維製品

5 受講料

4，500円

6 受講の申込み及び問合せの窓口

公益財団法人石川県生活衛生営業指導センター

金沢市平和町 1丁目 3番 1号石川県平和町庁舎B館 3階

電話番号 076-259-6510 

石川県告示第358号

公 報 第 129 1 7号

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第158条第 1項の規定により、次のとおり歳入の徴収事務を委託した。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

委 事 項
委 託 先

委託期間託
所 在 地 名 称

金沢 ・加賀・能登ぐるりんパス、金沢 ・加 金沢市鞍月 1丁目 1 公益社団法人石川県 平成28年 4月 1日から

賀・能登ぐるりんきつぷ及び金沢・加賀・ 番地 観光連盟 平成29年 3月31日まで

能登ミニぐるりんパスに係る使用料の徴収

に関する業務

金沢・加賀 2デイパスに係る使用料の徴収 金沢市鞍月 1丁目 1 公益社団法人石川県 平成28年 4月 1日から

に関する業務 番地 観光連盟 平成29年 3月31日まで

石川県告示第359号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成12年法律第57号)第 7条第 1項の規定に

より、土砂災害警戒区域を次のとおり指定する。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 中能登土木総合事務所管内

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

河崎 七尾市中島町河崎 次の図のとおり 地すべり

満仁 七尾市満仁町 11 急傾斜地の崩壊

白瀬 羽咋市白瀬町 11 11 

(1次の図Jは、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県中能登土木総合事務所河川砂防課及び羽咋
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土木事務所維持管理課に備え置いて縦覧に供する。)

2 奥能登土木総合事務所管内

区域の名称 区域の所在地

輪島市三井町中

区域の表示 |土砂災害の発生原因となる自然現象の種類

次の図のとおり|急傾斜地の崩壊出

(1次の図」は、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県奥能登土木総合事務所河川砂防課及び維持

管理課に備え置いて縦覧に供する。)

石川県告示第360号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成12年法律第57号)第9条第 1項の規定に

より、土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 中能桜土木総合事務所管内

区域の名称 区域の所在地

七尾市中島町河崎

羽咋市白瀬町

区域の表示
士砂災害の発生原因
となる自然現象の種類

衝撃に
関する事項

次の図のとおり満仁

白瀬

次の図のとおり|急傾斜地の崩壊

" " " 
(1次の図」は、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県中能登土木総合事務所河川砂防課及び羽咋

土木事務所維持管理課に備え置いて縦覧に供する。)

2 奥能登土木総合事務所管内

区域の名称 区域の所在地

輪島市三井町中

区域の表示
土砂災害の発生原因
となる自然現象の種類

衝撃に
関する事項

次の図のとおり出 次の図のとおり|急傾斜地の崩壊

(1次の図Jは、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県奥能登土木総合事務所河川砂防課及び維持

管理課に備え置いて縦覧に供する。)

石川県告示第361号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成12年法律第57号)第9条第 8項の規定に

より、土砂災害特別警戒区域を次のとおり解除する。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 南加賀土木総合事務所管内

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 土砂る災自害然の現発象生の原種類因
衝 撃 解除

とな 関する事項 事項

岡 加賀市大聖寺岡町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 次の図のとおり 一部

小谷 小松市金平町 " 土石流 " 全部

和佐谷小谷 能美市和佐谷町 11 " " " 
(1次の図」は、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県南加賀土木総合事務所河川砂防課及び大聖

寺土木事務所維持管理課に備え置いて縦覧に供する。)

2 県央土木総合事務所管内

次の図のとおり|急傾斜地の崩壊 次の図のとおり

区域の名称

大桑 1号

法島町2号

区域の所在地

金沢市大桑町

金沢市法島町

区域の表示
土砂災害の発生原因|衝 撃 に
となる自然現象の種類| 関する事項

" " " 
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(1次の図」は、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県県央土木総合事務所河川砂防課及び津幡土

木事務所維持管理課に備え置いて縦覧に供する。)

3 中能登土木総合事務所管内

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 土砂る災自害然の現発象生の原種因
衝 撃

解事項除
とな 類 関する事項

中浦3号 七尾市鵜浦町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 次の図のとおり 一部

能登部下川 中能登町能登部下 11 土石流 11 全部

牛下川 志賀町富来牛下 11 11 11 11 

(1次の図Jは、省略し、その図面を石川県土木部砂防課並びに石川県中能登土木総合事務所河川砂防課及び羽咋

土木事務所維持管理課に備え置いて縦覧に供する。)

公 とtニ
Eヨ

特定非営利活動法人の定款変更認証申請公告

特定非営利活動促進法(平成10年法律第 7号)第25条第 3項の規定により、特定非営利活動法人の定款変更の認証

の申請があった。

平成28年 7月12日

1 申請のあった年月日

平成28年 6月14日

2 特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 ビハーラ石川

3 代表者の氏名

森田恵子

4 主たる事務所の所在地

金沢市高畠 1丁目368番地

5 定款に記載された円的

石川県知事 谷 本 正 憲

この法人は、高齢者 ・青少年及び身障者の方に対して、こころの交流を行う事業又福祉に関する事業を行うこと

により、住みよい地域社会づくりを目指して社会全体の福祉の向上に寄与することを目的とする。

1 申請のあった年月日

平成28年 6月17日

2 特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 プウプ

3 代表者の氏名

吉村久美子

4 主たる事務所の所在地

白山市末広 2丁目35番地

5 定款に記載された目的

この法人は、 地域の実情に応じて、地域サービスを必要としているにもかかわらず、現在の社会資源のみでは、

対応困難な者に対して、社会福祉サービスを増進及び創出することによって、必要とするニーズを提供し、 地域ア

メニテ ィの向上を図ることを目的とする。

大規模小売庖舗立地法による意見の概要の公告

大規模小売庖舗立地法(平成10年法律第91号)第8条第 1項及び第2項の規定による大規模ノト売庖舗に関する意見

の概要は、次のとおりである。

平成28年 7月12日
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石川県知事 谷 本 正 憲

1 大規模小売庖舗の名称及び所在地

アルビス野々市庖

野々市市堀内四丁目91番地ほか54筆

2 届出の内容及び届出の公告の日

内容新設

公告日 平成28年 3月 1日

3 市町の意見の概要

市町名 野々市市

意見の概要

駐車需要の充足等交通に係る事項

(1)庖舗駐車場の混雑によって、周辺道路が渋滞しないように配慮し、 安全対策について万全を期すこと。

(2)東側市道について、電柱を道路上から敷地内に移設していただくようご協力願う。また、国道からの地下電

線連係管が附帯した電柱の建住用地の提供に協力願う。

(3) 庖舗南側出入口 について、車両が敷地内から市道に出る際、確実に一時停止させるよう対策願う。

(4) 庖舗西側出入口 について、搬入車等の大型車両の乗入を想定している場合は、乗入部の改良について野々市

市建設課と協議願う。

(5) 工事施工中、周辺地域と道路に作業に係る泥等の汚れによる被害が出ないよう配慮願う。また、清掃の必要

が生じる場合については対処頂くよう願う。

4 居住者等の意見の概要

居住者等の意見な し

5 意見の縦覧場所

石川県商工労働部経営支援課及び石川県行政情報サービスセンタ-

6 意見の縦覧期間

平成28年 7月12日から同年 8月12日まで

開発行為及び公共施設に関する工事の完了公告

都市計画法 (昭和43年法律第100号)に基づく次の開発行為及び公共施設に関する工事が完了した。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

開発区域に含まれる地域の名称、 公共施設の種類、位置及び区域 開発許可を受けた者

能美郡川北町字中島ト24番 1から24番 道路 金沢市泉が丘二丁目 12番

32まで、農道及び、水路の無籍地の一部 能美郡川北町字中島ト24番29から24番 46号

32まで、農道及び水路の無籍地の一部 株式会社第一地所

公園

能美郡川北町宇中島ト24番4

入 ーし
ふふ
1 公 告

次のとおり一般競争入札を実施する。

平成28年 7月12日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 一般競争入札に付する事項

(1) 契約件名及び数量

ょう撃捜査支援装置賃貸借契約 一式

(2) 調達件名の特質等

入札説明書による。

(3) 借上期間



平成 28年 7月 12日(火曜日) 石川県 公報 第 129 1 7号

入札説明書による。

(4) 設置場所

石川県警察本部が別途指定する場所

2 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

この入札に参加することができる者は、平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契

約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等(平成

9年石川県告示第581号)に基づき、平成28年度において競争入札参加者資格を有する者で、次に掲げる条件の全

てに該当し、かつ、知事によりこの契約に係る入札参加資格の確認を受けたものであること。

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の 4の規定に該当しない者であること。

(2) 県の指名停止措置を受けていない者であること。

(3) 次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等(個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支庖若しくは常時契約を締結

する事務所を代表する者をし、う。以下同じ。)が暴力団員 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

(平成3年法律第77号)第 2条第6号に規定する暴力団員をし寸。以下同じ。)である者

イ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第 2号に規定する暴力団をしづ。以下同じ。)

又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

ウ 役員等が白己、白社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力

団又は暴力団員の利用等をしている者

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力

凶の維持運営に協力し、又は関与している者

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

3 入札者に要求される義務

入札者は、入札参加資格確認申請書を提出しなければならない。入札参加資格確認申詰書には、次に示す事項に

ついて証明する書類を添えて平成28年 7月20日(水)までに 5(1)の提出場所に提出すること。なお、契約担当者か

ら当該書類に関し説明を求められた場合には、これに応じなければならない。

(1) 仕様書に定められる業務内容を公正かっ的確に遂行し得る者であること。

(2) 国又は地方公共団体が発注した各種の機器又は装置に係る借上げを受注し、又は履行した実績を有し、この公

告に示 した借上予定物品の納入が可能であると認められる者であること。

4 入札参加資格の確認の結果の通知

確認の結果の通知は、平成28年 7月21日(木)までに入札参加資格確認結果通知書の郵送等により行う。

5 入札書の提出場所等

(1) 入札書の提出場所、入札説明書及び入札参加資格確認申請書の交付場所並びに問合せ先

干920-8553 金沢市鞍月 1丁目 1番地

石川県警察本部庁舎4階会計課電話番号 076-225-0110

(2) 入札説明書の交付方法

(1)の交付場所において交付

(3) 入札書の受領期限

平成28年 7月22日(金)正午

(郵送の場合は、簡易書留とし、受領期限内必着とする。宛先は(1)の提出場所とする。)

(4) 開札の日時及び場所

平成28年 7月22日(金)午後 1時30分石川県警察本部庁舎 2階入札室

6 入札方法

入札金額は、 1(3)の借上期間に係る賃貸借料総額を記載すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載

された金額に当該金額の100分の8に相当する金額を加算した金額(当該金額に 1円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てるものとする。)をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の1001こ相当する金額を入札書に記載

すること。

7 落札者の決定方法



平成 28年 7月 12日(火曜日) 石川県 公報 第 129 1 7号

石川県財務規則(昭和38年石川県規則第67号)第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

8 入札に関する注意事項

(1)入札参加者は、入札当日、入札参加資格確認結果通知書を提示すること。

(2) 入札参加者は、仕様書、契約書案その他関係書類を熟覧の上、入札すること。

(3) 入札参加資格を有すると認められた者が入札を希望しないときは、入札に参加しないことができる。この場合

において、県は、入札に参加しないことを理由に不利益な取扱いは行わない。

9 入札の無効

この公告に示した入札に参加する資格のない者、入札参加資格の確認手続等を行わない者、入札に関する注意事

項を遵守しない者及び入札書その他入札説明書に違反した者のした入札は、無効とする。

10 契約書作成の要否

要

11 入札保証金及び契約保証金

免除

正 旦ハ吾-ロ

平成28年 6月28日発行の石川県公報第12913号中、正誤次のとおり

件 名

石川県選挙管理委員会告示第53号

誤

民主党石川県第 2区総支部

正

民主党石川県第 2総支部

( 1箇月 2，350円送料とも) 発行人干920-8580 石川県金沢市鞍月 1丁目 1番地 石川県

印刷所 干92卜8002 石川県金沢市玉鉾4丁目 166番地 側共栄 TEL(076) 292-2236 


